
セグメント別業績概況と計画

決算サマリー

百万円213,742
前期比
計画比

+16.4%
+6.2%

+14.8%
+8.4%

+16.1%
+4.5%

+16.2%
+2.6%

売上高

183,640 213,742
252,085

百万円10,365
前期比
計画比 百万円10,251

前期比
計画比 百万円6,204

前期比
計画比

営業利益

10,365 9,0038,929

経常利益

10,2518,933 8,622

親会社株主に帰属する
当期純利益

6,204
5,341 4,738

連結貸借対照表 （百万円） 連結キャッシュ・フロー （百万円）
資産の部 負債・純資産の部

35,078

現金及び
現金同等物の
期首残高

△3,355

営業活動
によるCF

△11,484

投資活動
によるCF 20,579

財務活動
によるCF

31

換算
差額等

40,848

現金及び
現金同等物の
期末残高

108,257

15,333

123,591

133,944

25,260

159,204

55,489

30,905

37,195

123,591
76,757

39,521

42,926

159,204

配当金

2023年12月期 期末流動資産 固定資産 流動負債 固定負債 純資産

1株当たり

円106.00

22/12月期 23/12月期 24/12月期（予想） 

22/12月期末 23/12月期末 22/12月期末 23/12月期末

23/12月期 24/12月期（予想） 22/12月期 23/12月期22/12月期 24/12月期（予想） 23/12月期22/12月期 24/12月期（予想） 

23/12月期

2023年度は、コロナ禍の収束とともに社会活動が正常化する一方
で、海外経済の減速、円安、戦争や地政学リスクの高まり、そして半導
体市場の低迷等により、特に基幹ビジネスである人材教育ビジネスに
は逆風となった事業環境でありました。しかし、当社グループは、「複数
事業によるポートフォリオ」で変化に的確に対応し、相互補完すること
で安定成長を図り増収増益、過去最高業績で着地することができまし
た。一方、２０２４年度は、人材教育ビジネスで順調な売上成長を見込
んでおりますが、未だ続く不動産価格の高止まりをリスクと捉え慎重
な事業展開を行うため、総じて一時的に減益の計画としております。こ
れからも、市況を的確に見極めながら持続的な成長を図り、皆様の期
待に応えるべく、より一層の努力を重ねてまいります。今後とも、変わら
ぬご指導とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

「複数事業のポートフォリオ」で
変化に対応し過去最高業績を更新
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2022年12月期 2023年12月期 2024年12月期 計画
実績（百万円） 利益率（%） 実績（百万円） 利益率（%） 前期比（%） 計画値（百万円） 前期比（%）

人材教育ビジネス
売上高 132,880 　 158,403 19.2 191,601 21.0

セグメント利益 5,179 3.9 4,872 3.1 △5.9 5,710 17.2

プロダクツHR
売上高 88,598 　 101,246 14.3 112,144 10.8

セグメント利益 4,054 4.6 3,679 3.6 △9.3 4,247 15.5

サービスHR
売上高 44,282 　 57,157 29.1 79,456 39.0

セグメント利益 1,125 2.5 1,193 2.1 6.0 1,462 22.6

不動産ビジネス
売上高 38,044 　 42,906 12.8 47,646 11.0

セグメント利益 3,181 8.4 4,590 10.7 44.3 2,884 △37.2

情報通信ビジネス
売上高 8,399 　 7,710 △8.2 7,976 3.4

セグメント利益 125 1.5 4 0.1 △96.6 81 —

農業公園ビジネス
売上高 4,314 　 4,721 9.4 4,861 3.0

セグメント利益 158 3.7 101 2.2 △35.9 160 58.0

合　計
売上高 183,640 　 213,742 16.4 252,085 17.9

消去又は全社 284 　 796 180.4 166 △79.1

営業利益 8,929 4.9 10,365 4.8 16.1 9,003 △13.1
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社 名 株式会社ワールドホールディングス
設 立 1993年2月12日
資 本 金 1,351百万円　（2024年1月末現在）
代 表 者 代表取締役会長兼社長　伊井田 栄吉
従 業 員 数 52,570名（連結）

住 所

【福岡本社】 
〒812-0011 福岡県福岡市博多区博多駅前2-1-1  
福岡朝日ビル6F 
TEL. 092（474）0555　FAX. 092（474）0777

【北九州本社】 
〒803-0814 福岡県北九州市小倉北区大手町11-2 
TEL. 093（581）0540　FAX. 093（581）0542

【東京本部】 
〒105-0021 東京都港区東新橋2-14-1  
NBFコモディオ汐留4F 
TEL. 03（3433）6005　FAX. 03（3433）6003

事 業 内 容
持株会社・グループ全体の経営方針策定及び経営管理
等グループ全体の事業（人材教育ビジネス、不動産ビジ
ネス、情報通信ビジネス、農業公園ビジネス）

事 業 年 度 毎年1月1日～12月31日
定 時 株 主 総 会 毎年3月
株 主 名 簿 管 理 人 
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

三菱UFJ信託銀行株式会社　 
証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
お問い合わせ先  
0120-232-711（通話料無料）
郵送先　  〒137-8081 新東京郵便局 

私書箱第29号 
三菱UFJ信託銀行株式会社　
証券代行部

公 告 方 法

電子公告により、 当社ホームページ
（https://world-hd.co.jp/）に掲載いた
します。なお、やむを得ない事由により、
電子公告によることができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。

発行可能株式総数 ................................................. 54,000,000株
発行済株式の総数 ................................................. 17,687,800株
株主数 .............................................................................. 4,911名

個人・その他

金融機関

金融商品取引業者

その他の法人

外国法人等

自己名義株式

20.80%

18.76%

2.18%

45.59%

12.02%

0.64%

所有者別
株式分布状況

株主名 持株数 持株比率

みらい総研株式会社 7,965,000 45.34

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,294,000 7.36

株式会社北九州銀行
常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 709,200 4.03

BNP PARIBAS LUXEMBOURG／2S／JASDEC／
FIM／LUXEMBOURG FUNDS／UCITS ASSETS
常任代理人 香港上海銀行東京支店

640,000 3.64

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 573,000 3.26

安部 南鎬 500,000 2.84

伊井田 栄吉 496,500 2.82

株式会社西日本シティ銀行 300,000 1.70

株式会社三菱UFJ銀行 180,000 1.02

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 170,879 0.97

※持株比率は自己株式（113,661株）を控除して計算しております。

お問い合わせ 株式会社ワールドホールディングス
経営戦略統括本部 経営企画本部 広報IR室

TEL: 03-3433-6005　E-mail: irinfo@world-hd.co.jp

大株主の状況

紙面版株主通信廃止のお知らせ

会社概要 （2023年12月末現在）

株式の状況 （2023年12月末現在）

役員 （2024年3月22日現在）

株主メモ

これまで株主の皆様へお届けしておりましたBusiness Report
（株主通信）について、地球環境に配慮する観点などから、2024年
12月期中間期より、紙面での発行は廃止することといたしました。
今後は、当社Webサイトの充実化や「統合報告書」の発行等を通して
より魅力的な情報開示に努めてまいります。どうか今後とも、 
変わらぬご指導とご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。


